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農地からの温室効果ガス削減効果を計算する
　農地の生産力を維持・増進するために、作物残渣や
堆肥などの有機物を農地にすき込む管理がよく行わ
れます。近年、これが地球温暖化の緩和策の一つにな
ると期待されています。なぜなら、農地に投入する有
機物の量を増やすことで土壌中の炭素が増えると、そ
の分、大気に放出される二酸化炭素（CO2）が減少す
ることになるためです。これを土壌の炭素貯留と呼び
ます。
　しかし、土壌に蓄積する炭素がどの程度増えるかは、
気象条件や土壌の種類などさまざまな要因が関係す
るため、同じような管理を行っても、場所によって大き
く異なる場合があります。また、土壌炭素量の変化は
ゆっくりなので、その程度を実際の畑や水田で計測し
て把握するためには、長い期間が必要です。
　私たちは、土壌炭素量の変化を予測する数値モデ
ル（改良RothC）の研究を進めてきましたが、その成果
を活用して、農地土壌に蓄積する炭素量の変化を計
算し、増加分を土壌のCO2吸収量として示すウェブサ
イト、土壌のCO2吸収「見える化」サイトを作成し、
2013年に公開しました（農環研ニュースNo.102を参
照）。
　一方、土壌炭素量を増やすために有機物の施用量
を増やすと、メタン（CH4）や一酸化二窒素（N2O）など
の温室効果ガスの発生量が増えてしまう、いわゆるト
レードオフの関係があります。たとえば、CH4は、水田
に水を張ることにより土壌が還元状態になると、メタ
ン生成菌の働きによって発生しますが、有機物の投入
量を多くするほど発生量が多くなります。また、N2Oは、
化学肥料や有機物として投入される窒素の量が多い
ほど、発生量が多くなります。そのため、地球温暖化の
緩和のためには、土壌から大気に放出されるCO2だけ
でなく、これらのガスも考慮する必要があります。また、
農業機械や農業資材（肥料、農薬、プラスチック資材
など）に由来する化石燃料の消費によって発生する
CO2も重要です。

土壌のCO2吸収「見える化」サイトの機能強化
ー土壌炭素量の増減と温室効果ガス発生量を総合評価ー
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　そこで、昨年度公開したウェブサイトの機能を拡充
し、土壌炭素量だけではなく、CH4やN2Oの発生量、さ
らには化石燃料消費も加えた総合評価ができるよう
にしました。

項目を選択するだけで自動計算
　トップページ（図1）から上部緑色のバーをクリック
すると、計算、Q&Aやリンクのページに移動します。

　「計算」のページに表示される地図上で目的の地点
をクリックすると、その場所の位置情報（緯度経度）を
利用して、気象と土壌の情報が自動的に得られます
（図2）。

　一方、国内では、人口減少に伴う国土の姿が大きな

焦点であり、昨年７月に国土交通省が公表した「国土

のグランドデザイン2050～対流促進型国土の形成

～」では、人口減少や少子化を背景に、「コンパクト＋

ネットワーク」をキーワードとした提言がなされていま

す。その中では、たとえば、周辺集落を一体的に支える

とともに、6次産業機能を持ち雇用を生み出す「小さな

拠点」を全国に5,000か所程度想定するなどのイメー

ジが示されています。また、田舎暮らしを促進して地方

への人の流れを創出するなどの戦略も提案されてい

ます。その際に、里山や耕作放棄地、空き地など、人間

の手を離れる空間を新たな環境システムにどう組み

込むかは、地域の環境を考える上で重要な課題と思

えます。

　地方消滅の危機を示したいわゆる「増田レポート」

が多くの議論を呼び、以前から懸念されてきたことが、

いよいよ目前に突きつけられる状況となっています。

国土や農業の姿が大きく変化する可能性がある中、

農業環境研究の視点から取り組むべき課題は少なく

ありません。2050年、農業を支える環境、農業に育ま

れる環境はどうあるべきか。そこから逆算して見た時

に、今はどんな位置にあるのかを見定めながら、環境

変動に対応する技術や環境保全の新たな仕組みの

創出に関する研究を進めていく必要があります。国立

研究開発法人としての第一歩を踏み出すに当たり、農

業環境研究の新たなステージへ向けて、十分な準備

を進める一年にできればと考えています。

環研は、独立行政法人通則法の改正に伴い、

この4月から国立研究開発法人となり、さらに

来年4月には、農業・食品産業技術総合研究機構、農

業生物資源研究所及び種苗管理センターとの統合が

予定されています。一昨年30周年を迎えた農業環境

研究は、新たなステージへと向かうことになります。ま

た、この農環研ニュースがお手元に届けられる頃には、

新たな食料・農業・農村基本計画や農林水産研究基

本計画が策定・公表されていることと思います。そうし

た中、国土や地域の環境を左右する大きな流れにつ

いて、すでに公表されている資料を参考に概観してみ

たいと思います。

　これまでに、今世紀半ばの2050年を展望した施策

の展開方向が、さまざまな機関で検討されています。

たとえば、2012年に公表された「OECD Environmental 

Outlook to 2050: The Consequences of Inaction／

OECD環境アウトルック2050：行動を起こさないこと

の代償」は、2050年時点の世界人口を90億人以上、

世界経済の規模を現在の4倍と想定した上で、世界の

環境問題を指摘しています。すなわち、①気候変動が

生物多様性喪失を最も加速させる要因となる、②大

半の地域で都市排水と農業による汚染・富栄養化が

進む、③世界的に見て大気汚染が早期死亡をもたら

す最大の環境要因となる、④非OECD諸国では有害化

学物質による被害が深刻化する、などです。こうした問

題に対して、農環研は、気候変動と生物多様性、窒素・

リンの循環、有害化学物質対策などの分野で貢献で

きると考えます。

農 ざんさ

図1　サイトのトップページ
タイトル下の「計算」をクリックしてスタートします

図2　「場所の選択」のページ
地図上をクリックするか、住所を入力するだけの簡単操作




